
～健康診断は事業者の義務～ 
 

 

Q 小さな事業所でも従業員に健康診断を受けさせる義務はありますか？ 

A はい。健康診断は事業者の義務です。 

事業者には、労働者を健康な状態で働かせるという安全配慮義務があります。 

 

労働安全衛生法第６６条では、雇用する労働者に対して１年に１回（深夜業を含む業務に常時 

従事する場合は、６カ月に１回）定期に医師による健康診断を実施することを義務付けており、 

同時に労働者は事業者が行う健康診断を受けることが求められています。 

 

 

【対象者】 

① 期間の定めのない無期契約労働者 

② 有期契約で１年以上雇用の見込みのある労働者 

③ １年以上雇用されている労働者で事業所の所定労働時間の４分の３以上働いている 

労働者（４分の３未満のパートタイム労働者については健康診断の実施が望ましいとされ

ています）。 

 

 

【事業者の義務】 

① 健康診断にかかる費用負担 

② 実施した健康診断の結果を遅滞なく労働者に報告 

③ 健康診断の結果を５年間保管 

④ 50 人以上の労働者を雇用する場合、定期健康診断の結果を所定の書式で労働基準監督

署に報告 

 

 

労働安全衛生法では、健康診断を受診させていない事業者に対して、50 万円以下の罰金を

科しています（安衛法１２０条１項） 

健康診断は、労働者が自分自身の健康状態の把握ができるだけではなく、事業所にとっても

労働者の健康を管理し、健康安全に働いてもらうために必要なことです。 

健康診断の結果によっては、安全管理の対策が必要不可欠になります。 

慢性的な人手不足の中で、従業員の健康も経営の重要な要素となっております。 

 

 

 

 

 



 

 

 


